
復興庁設置法の概要

平成23年12月９日成立

内閣官房復興庁設置準備室

１ 設置

内閣に、復興庁を置く。

２ 任務及び所掌事務

（１）任務

復興庁は、東日本大震災復興基本法の基本理念にのっとり、

① 東日本大震災からの復興に関する内閣の事務を内閣官房とともに助け

ること

② 主体的かつ一体的に行うべき東日本大震災からの復興に関する行政事

務の円滑かつ迅速な遂行を図ること

を任務とする。

（２）所掌事務

復興庁は （１）の①及び②の任務を達成するため、それぞれ以下①及、

び②の事務をつかさどる。

① 内閣補助事務

・ 東日本大震災からの復興に関する施策の企画及び立案並びに総合調

整

② 分担管理事務

・ 東日本大震災からの復興に関する行政各部の事業の統括及び監理

・ 東日本大震災からの復興に関する事業に関し、関係地方公共団体の

要望の一元的な受理、当該要望への対応方針の策定、当該対応方針に

基づく事業の改善又は推進等

・ 東日本大震災からの復興に関する事業を以下により実施

ア 必要な予算を一括して要求及び確保

イ 実施計画の策定

ウ 事業を自ら執行又は関係行政機関に予算を配分すること等により

執行させる

、 、・ 東日本大震災からの復興に関し 関係地方公共団体の求めに応じて

情報提供、助言等の協力

・ 東日本大震災復興特別区域法の施行事務

・ 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法の施行事務

・ その他東日本大震災からの復興に関する施策に関すること 等



４ 組織

（１）復興庁の長、復興大臣、副大臣及び大臣政務官

① 復興庁の長は、内閣総理大臣とする。

② 復興庁に、復興大臣を置く。復興大臣は、内閣総理大臣を助け、復

興庁の事務を統括する。復興大臣は関係行政機関の長に対する勧告権

を有し、関係行政機関の長は復興大臣の勧告を十分に尊重しなければ

ならない。

③ 復興庁に、副大臣２人を置くほか、他の府省の副大臣・大臣政務官

を兼務する副大臣・大臣政務官を置くことができる。復興大臣が指定

する副大臣・大臣政務官が、各復興局を担当する。

（２）復興推進会議

復興庁に、内閣総理大臣を議長、復興大臣を副議長とし、全ての国務大臣

等で構成される復興推進会議を置く。

（３）復興推進委員会

復興庁に、関係地方公共団体の長及び優れた識見を有する者からなる復興

推進委員会を置く。

（４）復興局

復興庁に、地方機関として、復興局を岩手県、宮城県、福島県に置く。復

興局は、東日本大震災からの復興に関する各種の事業の推進に関し、関係行

政機関及び関係地方公共団体の職員、民間事業者等が参加して必要な協議、

調整を行うための組織体に関する事務を含む復興庁の所掌事務を分掌する。

５ 設置期限

復興庁は、別に法律で定めるところにより、平成32年度末までに廃止するも

のとする。

６ 施行期日

本法は、公布の日から起算して４月以内に施行する。

７ 検討

政府は、本法施行後３年を経過した場合、本法の施行状況について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

８ その他

① 復興庁が廃止されるまでの間、国務大臣の定数を１人増員し、18人以内と

する （内閣法の一部改正）。

② 政府は、復興庁が廃止されるまでの間毎年、国会に、東日本大震災からの

復興の状況を報告しなければならない （東日本大震災復興基本法の一部改。

正）


